
国への提案事項

○ 建設分野におけるＤＸの推進に係る財政措置及び技術的支援

建設分野のあらゆる段階において、デジタル技術を最大限に活用し、官民が連携
してインフラ（公共土木施設等）をより効果的・効率的にマネジメント（管理・運営）

することにより、新たなサービス・付加価値の創出や県民の安全性・利便性の向上、

建設分野の生産性向上などを実現するため、安定的・持続的な財政措置、技術的

支援を図ること。

特に次の取組について、重点的に配慮すること。

・ データ連携基盤を核とした多様なサービスを展開するため、データ連携基盤の機能

拡張や、３次元点群データなど利用ニーズの高いデータを関係者が連携して定期的に

更新できる仕組みの構築

・ 道路法面の崩落予測や洪水予測の高度化などリスク情報の提供、センサーデータの

蓄積・分析による予測保全の導入など、段階的に技術を構築する取組

・ 中国インフラＤＸセンターの活用など国・県・市町職員、建設事業者の全ての関係者

がデジタルリテラシーの向上に取り組める体制の整備

【提案先省庁：総務省、財務省、国土交通省】

４ 社会資本整備の推進

（２）建設分野のＤＸの推進
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● データ連携基盤構築後も持続可能なサービス

が提供できるよう、機能改善を行うとともに、利用

ニーズの高いデータを提供する必要がある。特に、

３次元点群データは、国、県、市町が各自で取

得しており、それぞれが連携して継続的にデータ

を取得する仕組みが必要。

● 激甚化・頻発化する自然災害から被害を防止

又は軽減させるためには、デジタル技術やデータ

を活用し、災害リスク情報等の的確な発信など、

ソフト対策をさらに充実・強化することが必要。

● デジタル技術を活用した新技術の構築・実装に

は、より機動的に柔軟な見直しを加えながら、課

題解決を図っていく必要があることから、開発・実

装・改善を繰り返し、段階的に取り組むものにつ

いても支援が必要。

● これらを下支えする取組として、建設事業者や

市町職員など、県職員のみならず全ての関係者

のデジタルリテラシーの向上と習熟度に応じた人

材育成の更なる充実・強化が必要。

課 題現状／広島県の取組

○ 国は、令和５年８月に「インフラ分野のＤＸアクション

プラン２」を策定し、「インフラの作り方の変革」など３

つの観点で組織横断的に一層のインフラ分野のＤＸ

を推進しており、ICTやCIM活用による建設現場の生

産性向上の加速、除雪現場の生産性・安全性の向

上、国土交通データプラットフォームをハブにしたデジ

タルツイン化などに取り組んでいる。

○ 本県では、令和３年３月に建設分野のＤＸ施策をと

りまとめた「広島デジフラ構想」を策定し、目指す姿を

実現するため様々な取組を推進している。

○ 具体的には、データ連携基盤（DoboX）を令和４年６

月に運用開始し、研究、防災分野などに幅広く利用
※されているほか、除雪作業の支援技術や、河川の

越水等のリスクを示す水害リスクラインの導入など、こ

れらの課題解決を図る技術実装等に取り組んでいる。
※運用開始から２年で約15万データ/月が大学・民間等で利用

○ これらに加え、県・市町職員を対象とした各種研修、

さらには経験の少ない建設事業者を対象とした講習

会や現場見学会など、人材育成にも積極的に取り組

んでいる。

４ 社会資本整備の推進
（２）建設分野のＤＸの推進
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